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報告　沖縄の ピロ テ ィ 建築物の 耐震性能評価

長嶺 安一判 ・山川 哲雄“ 2 ・當山 聖 “　：i

要旨 ：設計用地震荷重が全国
一
低い 沖縄県では ， 全建築物の 90％前後が RC造建築物で 占め られ．し

かもピ ロ テ ィ形式の 建物 ， 即ち1階が地震に弱い ソ フ トス トーリ
ータ イプの RC造建物が多い

。
こ の よ

うな ピロ テ ィ 建築物は新耐震設計法で 設計され て い て も，
1995年の 兵庫県南部地震に お い て大きな被

害が発生 した 。 そ こ で ，沖縄 の 既存 ピロ テ ィ 建築物の 耐震性能評価を試み るとともに，現行 の 剛性 率

に関 しても検討を加えた 。 その 結果，剛性率の 運用につ い て ひ とつ の 問題点を提起する とともに ，1981

年の新耐震設計法施行以前 ，特に1971年以前の沖縄県の ピロ テ ィ建築物に 関 して は耐震性能上憂慮す

べ き状態にあ り， 早急な耐震診断と適切 な耐震補強対策が必要である こ とを指摘 した 。
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　1． 序

　第二 次世界大戦終了後の 1945年以来 ， 沖縄は

米軍 統治下 に あ り，1972年本土 に復帰 した 。 そ

の よ うな特異な環境下に おか れてい た 沖縄で は
，

本土の 1／2の 設計用地 震荷重で 耐震設計が 長 い

間なされ て きた 。 そ して ，1981年施行 された新

耐震設計法1）に お い て 駈． 地震荷重は 確か に引き

上 げられたが沖縄県の み は全国最低の 値に据え

お か れ た 。 しか も ， 沖縄 が本 土 に復帰 し た年の

前後は ，十分 に洗浄 され て い な い 海砂が 細骨材

と して 大量に 利用 され ，そ の 結果現在塩害で 損

傷 を受 けた鉄筋 コ ン ク リ
ー

ト（RC）造建築物が他

の 都道府県に比較 し て多 く見 ら れ る こ と もまた

事実で ある％

　本来，建築物は地震 に強 く，長持 ちす るよ う

に ， すなわ ち耐震性 と耐久性 を合わ せ 持 つ よ う

に 設計 し
， 施工 しなけれ ばな らない 。 しか し，新

耐震 設計法が 施行され た 1981年以前 に建築 され

た沖縄県の 建物は，上 記の 観点か ら い ずれ も憂

慮すべ き建築物が多 い もの と 推察 さ れ る 。 特に

沖縄県で は耐震設計用地 震荷重が全国
一

低 い 上

に
， 台風対策の影響もあ っ てか全建築物の 90％前

後がRC造建築物で 占め られ て い る。 しか もピ ロ

テ ィ形式の 建物，すなわち1階が地震に弱 い ソ フ

ト ス トーリータ イプ の RC造建物が 多い
3Je

　 さらに，1995年の兵庫県南部地震におい て 新

耐震設計法で 設計されて い たRC造 建築物で も，
2

層以上 に 壁 が多 く1層が独立柱 となる ピロ テ ィ

建築物 で は
，
1階 の 層 崩壊に よ る 大 きな被 害が発

生 した 。 こ の こ とは沖縄の ピ ロ テ ィ 建築物に

と っ て も無関心で は す まされな い
。 こ の ような

観点か ら ， 沖縄にお ける既存 ピ ロ テ ィ建築物 の

耐震性能評価を試み る とと もに ，現行の 剛性率

に 関 して も検討を加え た 。

　 2．　 沖縄 県の ピ ロ テ ィ建築物の 概要

　沖縄 県の ピ ロ テ ィ 建築物の 耐震性能調査 に 当

た り，留意す べ き事項 は次の 3点で あ る 。

（1）耐震設計用地震荷重を評価する ため に必要

な地域係数が ， 新耐震設計法が 施行 され る 1981

年以前は O．5に相当 し，1981年以降は引 き上 げ

られ て 0．7に なっ たが，こ の 値は，全 国 で も最

低値で ある 。 す なわち ， 耐震設計用地震荷重が昔

か ら今日まで
一

貫 して 小 さい 。

（2）沖縄が 日本に復帰す る 1972年直前 の 1971

年に耐震規定が
一

部強化 され，特 に RC造柱 の せ

ん断補強が 強化 され たが ，こ の こ とが 1981年 の

新耐震設計法の 施行 まで 沖縄で も忠実に実行さ

れ たか ど うか ， 十分検討する 必要があ る 。

（3）沖縄 で は 前述の よ うに RC造ピ ロ テ ィ 建築物
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表一1　 調査検討の 対象と した沖縄県の RC 造ピ ロ テ ィ建築物 （共同住宅）の概要

建　 物　 規 　模

年代区分
建物

No，
設計

年度
1階

陪高』｝

撫

黼 〔・1
スパン長〔・｝ 桁

1Fピロティ

繼

の撫

輾 壁の

地麟 の

負担劇 黝

構造雛

鰍

　恥

1F ロテf
蠏

　 恥
〔睨行

形状係錘

Fes
【隈行

階

数

　準階 床

面積（m り

延床面

積（m り

軒 高

（m ） 梁間 桁行 数

・119687226186219 ．93 ，72 ．77 ．46 ．05 無 無 0．450 ，023
（0．154）

L961
．741971年以前

Z・0．5相当 219704585234012 ．23 ．23 ．07 ．28 ．44 無 無 0．450 ，047
（0．147L92（L76 ）

319797253177 ユ 22．34 ．22 ，89 ．85 ．64
両妻側

のみあり
500 ．550

．0450
．080L93L87

1971 年から

且981年まで

Z・O．5相当
419804165600n ．93 ．22 ．97 ．24 ．74 〃 500 ．550 ．Ol3

（0，059）
1．99
｛L90）

519826310186018 ，94 ．02 ．89 ．75 ．55 〃 500 ．550 ．021
（0．083L97（1．861981 以降

Z・0．761995420080011 ．32 ．82 ．99 ．05 ．93 〃 500 ．550
．041

（0．102）
L93

（1．83）

注 1）建 物重量 は G．L 以 上 に 1．2ton ！mZ を床面積 に 乗 じて 概算 を 求め た。　注 2＞梁 間方向の ス パ ン数 は すべ て 1ス パ ン で ある 。

注 3）IF ピロ テ ィ 部の 剛性率 （Rs），形状係数（Fes）は，そ れ ぞ れ 上 段が 剛 体回転に よる層 問水平変位 （相対水平変位）を除去 した

　　 もの で あ り，下 段 が 現行 の 方 法 に よ り求 め た もの で ある。

が 多い が ， こ の原因の 1つ として 耐震設計用 地震

荷重 の 低 さに助 け られ て
， 耐震 設計が 容易で あ

るかどうか を検討する こ と も必要で ある 。

　以上 3つ の 観点か ら ， 沖縄の ピ ロ テ ィ 建築を

1971年以前 ， 1971年か ら 1981年まで
， そ して

1981 年以降の 3 つ の 耐震設計年代 に区分 して ，

整理する 。 本報告で は各耐震設計年代か ら．構造

図や設計書な どを収集で きた4層か ら7層 ま で の

中規模RC造 ピ ロ テ ィ建築物 を2棟つ つ 検討 して ，

と りあ えず 沖縄 の ピ ロ テ ィ 建築物の 耐震性能に

関する輪郭を抽 出 しようとする ひ とつ の試み で

ある 。 その 結果，耐震性能に 欠ける もの で あれ

ば，耐震補強を早急に検討す る必要があ る 。

　設計及 び 竣工 年度の 古 い 順 か ら番号を付 けて
，

調査 ・検討の 対象 に な っ た ピ ロ テ ィ 建築物の 概

要 を表 一1 に 整理す る 。 表 一1 に整理 した ピロ

テ ィ建築物 の 内No．1，2は 1階部分が全面 ， す な

わち建物 の 外周全て を開口 とした建物で ある 。

そ の ほ か の 建物No．3〜6は 1階 の 両妻側 に耐震

壁 が設置されて い る の みで ， 桁行方向は全面 開

口 で あ る
。

　 3．　 1 階 ピ ロ テ ィ梁間方向の柱の 検討

　表一2に 1階ピ ロ テ ィ部の 基準柱 （中間柱）の

断面形状や配筋状況を示す 。 せ ん断ス パ ン 比が

梁間方向で L46 〜2．65
，
桁行方向で L40 〜

2．65 で あ り，比較的短 い 柱 も存在す る。 新耐震

設計法が施行 され る以前 は ， 主筋 量が比 較的多

い わ りには （最大で Pg＝2．47％）帯筋量が 少な い
。

特 に ， 1971年以 前は 極め て 少な く，
Pw−O．　07％し

か な い もの もあ る。建物規模 の わ りに は柱断面

が
一

般 に小 さい の で，必 然的に長期軸力 レ ベ ル

も上昇 し，こ れ に地震時の 軸力を加算するとFc／

3 を超 える 場合 もある （表 ・・2参照）。

　表一2に 示 した柱 の 断面 ，せ ん 断ス パ ン 比及び

配筋か ら，1階 ピ ロ テ ィ部の 梁間方向に つ い て 柱

の 曲げ強度とせ ん 断強度を計算する 。 曲げ強度の

計算は フ ァ イバ ーモ デ ル を用い ，帯筋 の 横拘束効

果を考慮し た コ ン フ ァ イ ン ドコ ン ク リ
ー

トの 構成

則にはManderらの構成則
’1｝，横拘束効果を考慮 し

な い 場合は梅村の e 関数を用 い て計算した 。 しか

も ， 地震 時 に お け る 軸力 が変動 し た 場合に つ い

て も参考まで に計算する 。

　 せ ん断強度に 関 して は修正荒 川式
5）と

， 両端

に ヒ ン ジ を計画 した 日本建築学会式 （AIJ式）5；

で 計算す る
。 建物 No．2 と No．4 で は表 一2 に 示

す ように柱脚と柱頭で は主筋量が異なるが ，整

理の 都合上図一1に は柱脚部の み示す 。 図一1 よ

り ， すべ て の 柱にお い てせ ん断破壊時の せ ん 断

力が 曲げ破壊時の せ ん 断力 と等 しい かそれ以下

とな っ て お り．せ ん断破壊又 は 曲げせ ん断破壊

が先行 し，靱性に欠 けた RC造柱に な っ て い る 。

1981年新耐震設計法が 施行 された後も， 曲げ破

壊先行が守 られ て い な い
。確か に ， 帯筋も規定ど

お りに配筋 され ，
せ ん断強度 とね ば りの 確保 が

意図 され ， 主筋量 も少な くして 曲げ強度の 低減

化に努め て い る ように見受け られ るが ， RC造柱

の解析を行 っ て み る と図一1に示す よ うにせ ん 断
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表 一一　2　 1 階ピロ テ ィ 懸の柱 に関する構造デー
タ ．

年代区分
黝

南，
柱の 断面 （田m）   （田）

せ ん断
スパン比 Ffl

闘hlP

（％）
9P ▼

（％）
長期軸力比

、轟，

短期軸力比

上 段（＋｝

下段〔一）柱脚　　　　　　柱頭 梁間 桁行 闢 桁行

σ

〔闘Pあ柱脚 拉頭 繭 肺

1971年以前

旧設計法｝

膿 地域係薮

圓 ，湘当

1 圓
　 　 　 　 〔】700 × 700
　 　 　 　 ヨ2−D29，6−D25
　 　 　 　DlOO工50 〜300

3，00al42 ，1417．7 ， 2．14 創500」4
醐 色 

0，25

（2．1410

．370

．13

2 〔］
日 700x7DO
12−D29，6−D25
D！OOI50、300口

口700x ？00

12−D29，6−D25
D10●玉50、3GO2

．10L50L4017 ．7 噛1．17，880．08α080
．23

（2．11）
0．280
．17

1971年から

1鰤 年まで

地震地域蠍

z4．5相当

3 圓
　 　 　 　 口 800x800
　 　 　 　 　 　24＿D25
　 　 　 　 　 DlO飢 00

3．203．452，0Qa1520．6 ● L90
0．25
（3．24）

0，330
．17

4
　 　 　口 5eo× 500

口　 　 　 　 1ε一D22
　 　 　 D蓋09100

　 　 　 日500× 500

口　 　 　 　 12−D22
　 　 　 Plo＠玉OB2

．652．652、652．〔あ20，6 ■2，47L850 ．280
．23

（L20）

倉．290
．18

蓋981年以降

襯耐震設計法｝

綴 地域係数

　 ムo．7

5 圓
　 　 　 　 ［］800 × 800
　 　 　 　 　 　20−D25
　 　 　 　 　 D13飢 00

3．05 ．101，go1，9320．6 ． 1．580 ．480
．21

（2．78｝

0．260

．16

6
　　　　 口 650x650

圃　 　 　 　 　 12−D22
　 　 　 　 　 D13繊 00

Lgo2，〔51．461．5720，63 ． LO90 ．590
．22

（1．94》

0．260

．星8

注 1）長期 軸力比 の （）値は 1 階 ピロ テ ィ 部の 標準注 1本当 りの 軸力比 で あ る 。

注 2）短期N 力比は 地震力 に よる 軸力 を長期軸力比 に 土 して 求め た もの で あ る 。

V
（MN）

1．2

0．8

o．4

Oo

　 oo9

　 　 　x 　xロ．　　　n　ロ　ロ　ロ　コ　コ　コ　ロ
　 　 ＼

・＿．　 、
　 　

、
　，　L

e

麓物閥o。1

＼こ　
一・一．＿雫＿

　　　　　　R（％）

2

V
（剛 ）

1．2

0．8

0．4

　 　 03
　　 0

鷺9hNo．2

ロeo り
一゚
吹 …　

一…一・・一・・一一一・一…

　　 ＼　　　　 。　　・

　　　 　　
．、．一・

　　　丶　　　 R（％）
1 2

V
（脚

1．2

0．8

0，4

1

　゜
°°。・．　　　　　 鰍物   ．3

　 民斡 x 　　 　　　 　　 ・
　

“

＼鬯
　
’”國冒て，齢曹冒．−冒，，−−O 　

呷
　　 　 　　

匿
覧
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凾

『、、　 、

　　　丶
、・

、 、

　 　 　 　 ＼

　　　　 丶

Oe R（％）

3

v
（酬 ）

1．2

0，8

0．4

Oo

　　　　　　　鷺物恥 ．4
… 一『

鸞 竺｝せ ん漸耐・

．．＿ 擺竺豊（夐鵬

： 難糊｛1；鯔 黜 ，

　 　
幽
　曜 丶

一 い　．

　　　　　　　　　 臼疋％〉

V
（鯏 ｝

1．2

0．8

0，4

　 　 03
　 　 0

》

酬（

1 2 3

鷺椥 ．5

丶 gen 　
OoOo

　
翼
　 5罵翼 罵翼

　
、
　　 丶 　　　　　呶 風冤躍＃＝

　 　 、　　 　 　　 ＼

　 　 N　　　　 ’

　　　＼　　 ＼ ＿鹽＿．

　　　　
＼

丶

　　　　　　　　　 R（％》
1 2

1．2

　 　 丶

o。6

O．4

1 2

醜物闢o．5

00

，置會9．，「一巳・・曹畠匿曹幽籃昌
 

丶

丶

、 「 、

000

秘 9
、
＼

　 ）

．LL 、

1

R（％）

3 2 3

図 一1　 盈th　No ．1 ・一　6 の 1 階 ピ ロ テ ィ梁聞方向に 関 する柱の水平耐力 と厦間変形角

破壊 しや す い 柱 に な っ て い る 。

　 4．　 剛性 率 と保有 水平 鮒力

　変位や変形 に関する解析は新耐震設計法 1｝
に

沿 っ て
， 梁間方向の 基準有壁ラ ーメ ン （平面架

構）に限定する 。 装 一1に示 した ピ ロ テ ィ建築物

はすべ て 梁問方向に 1ス パ ン で あ り，しか も2階

以上 は 戸 境壁 と して 酎 震壁が 配置 され て い る 。

したが っ て ，
こ の よ うな有壁ラ

ーメ ン は地震 時

にお い て主 に図 一2 に示 すよ うな弾塑性挙動 を

示す 。 図一2の 変形に加 え て
，
2階以上の 連層耐

震壁にはせん 断変形 と， 両側 の 付帯柱 の 伸縮 に

一 1083　一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Concrete Institute 

NII-Electronic Library Service 

Japan 　 Conorete エnstitute

と もなう曲げ変形が生 じるが ，こ れ らの 変形は

図一2 に示 し た 変形 に 比較す れ ば
一

般に小 さい
。

す なわち
，
1階が ピロ テ ィ で 2階以 上が連層耐震

壁で ，しか も1ス パ ン 高層 の 場 合 に は図一2 に示

した変形が支配的で あると思 われる 。

　 こ の ように 2階以上 の 連層耐震壁 の 変位は剛

体移動 と剛体回転 に よ る 変位が 支配的で ある 。

したが っ て
，
2階以上 の 連層 耐震壁 の 層間変位 に

は 剛体回転 に よ る相対水平変位が 反映され る こ

とに なる 。 しか し，この よ うな相対水平変位は建

物 の 水平 剛性 に 直接 関係 した もの で は な く， 剛

性率の 計算か らは除 くべ き性質の もの である と

考える 。

　 図 一2 に 示 した水平剛体移動 に よ る水平変位

（2階以上 の 連層 耐震壁 の 相対水平変位 は零）は

剛性率に
一

切 関与しな い
。元 々 ，剛性率はせ ん 断

型変形 fi｝する ラ
ー

メ ン ，お よ び有壁 ラ ーメ ン （各

柱 の 曲げ変形を主に せ ん 断変形を必要に応 じ て

加算 した 変形で ，柱 の 伸縮 に ともな う全体曲げ

型変形 を無視 した ラーメ ン）に 適用すべ きもの

であ り，1ス パ ン高層有壁ラ ーメ ン に相当す るピ

ロ テ ィ 建築物 に剛性 率を適用する場合に は ，特

に注意 が必要 と思わ れ る 。 な ぜ なら，1階柱 の 伸

縮 にと もな う2階以上 の 連層耐震壁の 剛体回転

に と もな う相対水平変位が無視で きな くなる ほ

ど大 きくな る か らで あ る 。

　以上 の よ うな観点 にた て ば，図一2 に示 した よ

うな1階が ピ ロ テ ィ で ，2階以上 が連層耐震壁で

構成 された 1ス パ ン 高層有壁ラ ーメ ン で は，計算

する まで もな く 1階 ピ ロ テ ィ部 の 剛性率は必ず

O．6以 下 で
，
か つ そ の 値 も小 さい 値 とな る こ と は

明らか で ある 。 ちなみ に，表一1，2に示 した 1971

年以 前に 旧基準で 設計 された No，1 の 建物 と，

1981年以降の 新耐震設計 法で 設計 された ほ ぼ 同

じ規模の No．5の 建物 に つ い て ，基準梁間方向 1

ス パ ン 多層有壁 ラーメ ン （図一2参照 ）の 計算例

を示す 。

　計算モ デ ル i垣〉贋用 の ブ レ
ー

ス 置換法を適用

した場合 （連層 耐震壁 の 梁の 軸及び曲げ剛性は

無限大 と仮定す る ），  2階 以上 の 連層耐震壁 を

すべ て 剛体 と仮 定 した場合 ，  壁 板を除去 して

純 ラ
ーメ ン （梁は床 ス ラ ブを考慮 して 長方形断

1ス パ ン多層　　　1階柱の 曲げ，　 1階柱の伸縮による

　有壁ラ
ー
メン　　 せん断変形による　2階以上の 剛体回転

　 　 　 　 　 2階以上の M体移動

図 一2　有壁ラ
ー
メンの弾塑性挙動

面 の 2倍 の 断面 2次 モ
ー

メ ン トと し，梁の 軸剛性

を無限大とする）と した場合の 3ケース に つ い て

計算する 。 計算は 新耐震設計法の 1次設 計に基 づ

い て 変位を求め る
。

　各層の 水平及び鉛直変位の 分解は文献6）の方法

に したが っ て，図一3に示す よう に定義する 。 但 し，

1ス パ ン 1層 の 4節点 の 水平 と鉛直変位 をい つ れ も

ス パ ン 中央の 鉛直軸に関する逆対称変位成分に つ

い て ，各層 ご と に 図一3に示 した 4種類の 変位成分

に分解す る。但 し，これ らの分解結果は慣用の ブ

レー
ス 置換法で 求めた 1階 ピロ テ ィ 部の せ ん 断型

変形 を LO と した場合の 比 で 表わす（図一・4参照）。

　有壁 ラ
ー

メ ン で は 1階 ピ ロ テ ィ 部の せ ん断型変

形が最も大 きく，次い で それ に よる剛体水平移動

が大 きい
。 曲げ型変形は柱の軸力が 最 も大きい 1階

部分 が 最 も大 きい が ，
せ ん 断型変形の 2 〜3 ％で あ

る 。 む しろ
，
1階 ピ ロ テ ィ 部の 曲げ型変形 に よ る 上

層階 の剛体回転に よ る相対水平変位の 方が大 きい
。

図一4に示す各層の 剛体水平 移動 は結局各層の床位

置の 水平変位に等しい 。 こ の 水平変位に関して は，

連層耐震壁 を慣用 の ブ レ
ー

ス 置換法で 解 い た計算

結果が，連層耐震壁を剛体 として 解 い た計算結果

に極め て近い こ とがわか る 。

　慣用の ブ レース 置換法で 求め た 変位か ら剛性

率を計算 し，剛体回 転に よ る相対水平 変位 の 有

無が剛性率に及ぼす影響に つ い て 検討する 。

　図 一5は 表一1に示 した建 物につ い て 妻側の 耐

震壁が 設計用地 震荷重 の 50％を負担 す る もの と

仮定 し（建物No．3〜6）， 基準梁間方向の 有壁 ラ
ー

メ ン （平面 架構）に つ い て ，現行 の 方法（水 平変位

に剛体回転成分 を含む）で 剛性率を計算した もの

で あるが ，
1 階 ピロ テ ィ部 の 剛性率 は基 準値の
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0．6 をすべ て 下 回 っ て い る（図 一5参照 ）。 図 一6

は No．1
，
5 の ピロ テ ィ 建築物に つ い て図 一2〜

4か ら剛性率 を求めた もの で あ る 。 図一6よ り， 剛

性率の 計算に 際 して 剛体回転に よる相対水平変

位成分 を除 くと，1階 ピ ロ テ ィ 部 の 剛性率は さら

に 小 さ い 値に な る ばか りで な く，No．1の 建 物に

あ っ て は 3層 ま で基準値の 0．6を下 回 っ て い る 。

　一方 ， 芳村 らが文献 7）で 兵庫県南 部地 震 に お

い て 被害 を受けたRC造 ピ ロ テ ィ 建物全体 の 剛性

率 を計算 して い る。そ れに よ る と
， 剛性率は ピロ

テ ィ部 に相当す る 1層 が 最 も大 きく， その 値は

1．18にな っ て い る 。 そ れ ゆ え に芳村 らは弾性 剛

性に基づ く現行の 剛性率 1）

で は
，
ピ ロ テ ィ層 へ の

耐 力割り増 しを行えない 場合もあ りうる こ とを

指摘 して い る 。 こ の こ と に つ い ては大久保 らも

有 限要素法 を用 い た 弾性解析か ら
，

1 階 ピ ロ

テ ィ部の 剛性率は 基準値 の 0．6を著 し く下回 っ

て い る こ とを報告 して い る
s）

e 芳村 らは 1階 ピ ロ

テ ィ部の 剛性 率が 0．6以上 に なる理由と して ，

階数

7
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　図 一5　 現行の 剛性率（剛体回転含 む）

一e 一現行 の 方法　
一

●
一

剛体 回転 に よ る水平変位除去
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緩
∪
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図 S 　堕物 Ne．1 ， 5 の剛性率 （ブレース置換法）
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図一3に示す曲げ型変形が 2層以上 の 連層耐震壁

部分で，1階ピ ロ テ ィ 部の せ ん 断型変形と同 じく

ら い 生 じる こ とをその 根拠 に あげ て い る。 しか

し ， そ の 変位成分 は小 さ く，しか もそ の 大部分は

図 一4の 慣用 の ブ レース 置換法で示す よ うに，剛

体回転に ともな う水平変位であ る こ とに注目す

る必要がある 。

　 図 一・1 に 示 した よ うに ， 表 一1 に示 し た ピ ロ

テ ィ 建築物は6棟ともすべ て せん断破壊 ， 又は曲

げせ ん 断破壊する 1階 ピ ロ テ ィ 部の RC造柱 で構

成 されて い る が ，
こ こで は簡単に曲げ降伏強度

式 ” を用 い て
， 保有水平耐力 を計算する 。

一
方，

必要保有水平耐力の計算 に あた り，表一1に示す

ように 1 階ピ ロ テ ィ部の 梁間方向の両妻側 に耐

震壁 が あ る建物 No ．3 〜6 は 構造特性係数

Ds−O．55を採用 し ， か つ 耐震壁が必要保有水平

耐力 の 50％を負担する もの と仮定 し，耐震壁 が

な い 建物 No．1
，
2 に は Ds＝O．45 を採用 する。偏

心率が すべ て 15／100以 下 であ る の で ， 剛性率に

したが っ て表 一1 の ように形状係数 Fes を採用

し ， 地域係数は 1次設計 と同様 に沖縄 は 0．7 と

する 。 なお ， 計算は基準梁間方向の 1ス パ ン 多層

有壁 ラ
ー

メ ン に つ い て 行 い
， 1階 ピ ロ テ ィ 部が 層

崩壊する もの と仮定す る。 ただ し，桁行方向に は

こ の ような簡単な仮定が 成立 しない の で ，ラ ー

メ ン の弾塑性解析が必 要 で あ る。

　 図一7よ り ， 剛体回転 に よ る 層間変位 を除 い て

剛性率を計算する と，必要保有水平耐力を満足

す る建物は No．6の み となる 。 特に ，1971年以

前 の 建物 No．1は 劣悪で あ る 。

2

1．5

1

0．5

01

図 一7 基準梁 間方向の 1

　　 2　　　 3　　　 4　　　 5　　　 6

　　　
− 一 一一一 ヨレ 建物 No．

　　　　　　　　　 ス パ ン 多層有壁
ラ

ー
メ ンの 水平 耐 力

　 5． 結論

　剛性率の 評価は純ラ
ー

メ ン で あれ ， 有壁 ラ
ー

メ ン で あれ
，

こ れ らの せ ん 睡型 変形が 基本で あ

る 。特 に梁間方向の 1ス パ ン 高層有壁ラ ーメ ン に

お い て ，1階 ピ ロ テ ィ 部の 柱 の伸縮 に と もなう全

体曲げ型変形は，2階以上 の 連層耐震壁に と っ て

剛体回転で あ り，
こ れ に よ る 相対水平変位成分

は 剛性率の 評価か ら除去すべ きもの で あ る 。

　 1981 年の 新耐震設計法施行以前 ， 特 に 1971

年以前に 設計された沖縄の ピ ロ テ ィ 建築物の 耐

震性能は憂慮すべ き状態にある と推測 される の

で ， 更 なる調査 と詳細な検討が強 く望 まれ る
。
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